
四日市市告示第４８号  

 四日市市重度障害者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の一部を改正する要綱

を次のように定める。  

平成２８年２月２３日  

四日市市長 田 中 俊 行  

 

四日市市重度障害者（児）日常生活用具給付事業実施要綱の一部を改正する

要綱  

四日市市重度障害者（児）日常生活用具給付事業実施要綱（平成１８年四日市市告

示第３７６号）の一部を次のように改正する。  

 

改正後 

別表第１（第２条、第３条関係） 

 日常生活用具給付事業対象種目 

区分 種目 対象者 性能 対

象

年

齢 

耐

用

年

数 

基準額 

難病患者等

以外 

難病患者等 

略 

情

報・

意思

疎通

支援

用具  

視覚障

害者用

ラジオ 

視覚障害２

級以上の者 

― 地上デジタル

放送を受信で

きるラジオ

で、障害者

（児）が容易

に使用できる

もの 

学

齢

児

以

上 

６

年 

２９，

０００ 

略 

排泄

管理

支援

用具  

ストマ

装具 

ぼうこう又

は直腸機能

障害があ

り、ストマ 

― 最大６か月単

位の給付とす

る。 

― ― 蓄便袋 

月額 

８，８

５８ 



  装具を使用

する者 

【施設利用

者も可】 

     

蓄尿袋 

月額 

１１，

６３９ 

略 

 （注） 

  １～４まで  （略） 



第３号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



四日市市長

　　　年　　　月　　　日
　次のとおり申請します。

フリガナ

 氏　　　名

個人番号

続　　柄

　　蓄便袋

　　　　年　　　月分　から　　　　年　　　月分まで 　　蓄尿袋

　　２か月分　・　４か月分 　・　６か月分  （○で囲む）
　　蓄便・蓄尿袋

必要数
単位

（箱・枚・個）

　備　　考　（商品の送付先、希望する配送時間帯、連絡事項など）

（添付書類）

１　本人及び扶養義務者の所得・課税証明書（控除額の明細等全て記載のあるもの、同意により市で確認できる場合は不要）
２　用具の見積書
３　市長が必要と認める書類

提出先　四日市市役所　　　　　　課 ＴＥＬ　　　　　　　　　　　　　　 ＦＡＸ　　　　　　　　　　　　　　　

給付申請に係る
児童氏名(18歳未満）

生年月日 　　 　年　　　　月　　　　日　

　    第　　　　　　　　　　　　　　　　号

印

ストマ装具給付申請書
第3号様式（第４条関係・表面）

配　送　方　法

業　　者　　名

　　自宅へ直送　　・　　その他　（送付先等を備考欄に記入）　　　　　（○で囲む）

申　請　期　間

身体障害者手帳
用具名
（○で
囲む）

商　　　　　　品　　　　　　名
（メーカー、品番、品名、色、サイズなど商品が特定できる内容を記入）

　　 　年　　　　月　　　　日 生年月日

住　　　所

連絡先
申

請

者

フリガナ

個人番号



第3号様式（第４条関係・裏面）

　※この面は記入不要です

  本人は世帯主か □　該当 □　非該当

  本人は最多収入者か □　該当 □　非該当

  負担基準額又は加算基準額

  給付の可否 □　可 □　否（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

  給付用具及び基準額（上限額）

計

内訳１(４・６ヶ月
申請時に記入）

内訳２(４・６ヶ月
申請時に記入）

内訳３(６ヶ月申
請時のみ記入）

　　　　上記のとおり確認しました。

　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日 調査員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

  その他特記事項

□前回決定時より世帯の課税状況変更なし

円 円 円 円

円 円 円 円

円

円 円 円 円 円

円

見積額 基準額 公費負担額 利用者負担額
超過

利用者負担額

円 円 円 円 円

  世帯区分
Ａ．被保護世帯　　　Ｂ．所得税非課税世帯 　　C.所得税課税世帯　　

 　　   所得税額合計（     　　                   円）

　　　　　　　　　　　　円　×　１／２　＝　　　　　　　　　　　円 (10円未満切捨て）

 □　蓄便袋
　　17,716円/2か月

□　蓄尿袋
　　23,278円/2か月

　　□　蓄便・蓄尿袋
　　　　　40,994円/2か月

　調　　　査　　　書

世

帯

員

の

状

況

氏　　　　名 対象者との続柄 所得税額（円） 備　　　　考

本　　人



附 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

（健康福祉部障害福祉課） 


